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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は、第５期中間会計期間が半期報告書の提出初年度であり、それ以前については記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第３期会計期間は、新株予約権の残高はあります

が、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。また、第５期中間

会計期間は、１株当たり中間純損失が計上されているため記載しておりません。 

５．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) ― ─ 380,333 581,578 932,163

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) ― ─ △126,301 105,959 199,079

中間(当期)純利益又は純
損失(△)

(千円) ― ─ △138,124 58,345 110,180

持分法を適用した場合の 
投資利益

(千円) ― ― ─ ― ─

資本金 (千円) ― ─ 429,000 211,250 428,850

発行済株式総数 (株) ― ─ 8,325 4,900 8,295

純資産額 (千円) ― ─ 770,772 402,029 930,669

総資産額 (千円) ― ─ 1,293,175 644,579 1,195,833

１株当たり純資産額 (円) ― ─ 93,939.32 84,106.51 113,843.35

１株当たり中間(当期)純
利益又は純損失(△)

(円) ― ─ △16,865.05 11,279.54 18,003.28

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ─ ― 11,414.08

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ 1,830 2,700

自己資本比率 (％) ― ─ 59.6 62.4 77.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ─ △213,538 132,100 △184,742

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ─ △90,826 △71,615 △122,822

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― ─ 357,979 272,000 406,452

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ─ 580,374 427,872 526,759

従業員数 (名) ― ─ 43 21 37



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含ん

でおります。)であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(人) 43



第２ 【事業の状況】 

当半期報告書は、最初に提出するものであるため、前年同期との対比は行っておりません。 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国の経済は、米国におけるサブプライム問題に端を発する金融不安の影

響や、原油を始めとする素材原価の高騰などの懸念要素はあるものの、高水準の企業収益が維持される

中、設備投資の増加や雇用改善の安定が寄与し、景気は緩やかながらも拡大を続けております。 

このような状況のもと、当社は新規顧客の開拓と既存顧客の取引拡大に努めるとともに、新たな事業

分野を開拓すべく新規プロダクトの研究・開発を行ってきました。また、４月に本社移転を行い、社内

の連携強化、営業効率の向上及び業務の効率化を図っております。 

この結果、当中間会計期間の業績は、売上高380,333千円、経常損失126,301千円、中間純損失

138,124千円となりました。 

(ソリューション・サポート事業) 

当事業は、顧客企業や機関と深く連携した研究開発的な側面を持つ、画像や映像に関するアプリケー

ションのＲ＆Ｄ型受託開発事業であります。 

当中間会計期間におきましては、新規顧客の開拓及び既存顧客の深堀に努め、キッザニア東京への広

報業務支援システムの開発や日本ＳＧＩ株式会社とのデジタルアーカイブ関連案件の共同開発やその他

受託開発等により、売上高171,958千円となりました。 

(プロダクト・ライセンス事業) 

当事業は、ソリューション・サポート事業の中で開拓された市場ニーズをもとに、特定の顧客層向け

のアプリケーションやＳＤＫ（Software Development Kit）等のプロダクトを開発し、ライセンス販売

を行う事業であります。 

当中間会計期間におきましては、防犯セキュリティー業界向けプロダクトの首都圏における導入実績

を基に、新たに開発した機能・技術を加え、全国向けに販売を開始し、既存導入製品に加え、保守・メ

ンテナンス業務も同様に開始したことにより、売上高109,856千円となりました。 

当期におきましては、防犯セキュリティー業界向けプロダクトが下期に著しく偏重する計画であるこ

とが、当中間会計期間の損失の原因となっております。 

(サービス事業) 

当事業は、上記の二事業で培われた技術力、マーケティング力を活かし、画像や映像に関するサービ

スを展開する事業であります。 

当中間会計期間におきましては、書籍「F1SCENE2007 Vol.1・2」「ル・コルビュジエ 建築とアー

ト、その創造の軌跡」（森美術館にて開催された、ル・コルビュジエ展公式カタログ）の販売が開始さ

れたこと等により、売上高98,518千円となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

53,614千円増加し、580,374千円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は213,538千円となりました。これは主に税引前中間純損失131,195千

円、売上債権の減少197,158千円、長期前払費用の増加74,941千円、仕入債務の減少46,695千円、法人

税等の支払額70,806千円などによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は90,826千円となりました。これは主に投資有価証券の取得73,950千円

などの減少要因があったことによるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は357,979千円となりました。これは主に社債の発行による収入389,751

千円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．金額は販売価格によっております。 

２．上記の、金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円)

ソリューション・サポート事業 174,624

プロダクト・ライセンス事業 106,304

サービス事業 78,428

合計 359,358

事業部門 受注高(千円) 受注残高(千円)

ソリューション・サポート事業 58,297 17,435

合計 58,297 17,435

事業部門 販売高(千円)

ソリューション・サポート事業 171,958

プロダクト・ライセンス事業 109,856

サービス事業 98,518

合計 380,333

相手先 販売高(千円) 割合(％)

ダイナウェア・コミュニケーシ
ョンズ株式会社

110,000 28.92

株式会社オーリッド 52,316 13.76

CodexImagesInternational 
S.A.R.L

51,082 13.43



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事実上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

  

FrameFree技術の使用許諾契約 

当社は、平成19年８月１日付けで株式会社クインランドと平成19年８月１日より５年間のFrameFree技

術の使用許諾契約（日本国内において、FrameFree技術を使用又は利用して、セキュリティーに関するシ

ステムインテグレーションを第三者に提供できる権利、対価１億円）を締結しました。 

しかし、株式会社クインランドが平成19年10月25日に破産手続きを開始したことにより、株式会社クイ

ンランドはFrameFree技術の所有者ではなく、ライセンシーであったので、当社は権利保全の観点から、

平成19年12月18日付けで当該権利の所有者である株式会社モノリスとの間で平成24年７月31日までの

FrameFree技術に関する実施許諾契約（日本国内において、FrameFree技術を使用又は利用して、セキュリ

ティーに関するシステムインテグレーションの開発及びシステムインテグレーションの顧客その他の第三

者に提供できる権利）を締結いたしました。また同契約にて、日本国内において、FrameFree技術を使用

又は利用してセキュリティー以外の分野（パチンコ機及びパチスロ機を除く）に関するシステムインテグ

レーションの開発及びシステムインテグレーションの顧客その他の第三者に提供できる契約（契約締結日

より１年間、対価２千万円）を締結しております。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間における当社の研究開発費の総額は35,379千円であり、売上高に対する割合は9.30％と

なっております。主な研究開発の内容は以下のとおりとなっております。 

(1) 新技術の開発 

＜画像及び映像の認識、処理、補正等のアルゴリズムに関する研究＞ 

ソリューション・サポート事業での応用活用や、プロダクト・ライセンス事業での製品への実装を

目的に、画像及び映像の認識、処理、補正等のアルゴリズムにつきまして、大分大学及び立命館大学

と共同研究を行いました。 

＜ユーザビリティデザインに関する研究＞ 

ソリューション・サポート事業での応用活用や、プロダクト・ライセンス事業での新製品及びサー

ビス事業での新サービスヘの実装を目的に、主に以下のようなユーザビリティデザインに関わる技術

につきまして調査、研究を行いました。 

・RIA(Rich Internet Application : FlashやJava等によるWebアプリケーション・フロントエンド開

発手法) 

・AJAX(Asynchronous JavaScript + XML : JavaScript非同期通信による、よりネイティブ・アプリ

に近い使い勝手を実現するWebアプリケーション・フロントエンド開発手法) 

＜MEMS(Micro Electro Mechanical Systems)に関する研究＞ 

当社では、超小型化が進む各種センサ群と、当社の強みである画像関連技術の連携により、人間の

目には見えない動きを可視化させるということを、長期的な研究開発のテーマに据えており、MEMS

(微細加工技術を用いた電気と機械、システム、材料を複合化したデバイス)センサ技術につきまし

て、調査研究を行いました。 

(2) 新製品・新サービスの開始 



継続的な事業領域と規模を拡大していくための新製品の開発がとして、主に以下のような製品及びサ

ービス開発を実施いたしました。 

①「ImageReporter」のバージョンアップ 

②「CorporateCast」（新プロダクト）の開発 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、完了し

たものは次のとおりです。 

①新設 

本社事務所の移転にともなう設備の新設が、平成19年５月に完了いたしました。 

②除却 

本社事務所の移転にともなう設備等の除却が、平成19年５月に完了いたしました。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 中間会計期間末後の発行済株式数の増加は、ストックオプションの行使によるものですあります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000

計 20,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,325 8,330
東京証券取引所
マザーズ市場

―

計 8,325 8,330 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行

した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年７月31日臨時株主総会決議 

  

 
(注) １．当社は、平成16年７月30日開催の臨時株主総会決議により平成16年８月31日付で１株を５株に分割いたしま

した。これに伴い、平成16年９月１日以降、「新株予約権の目的となる株式の数」「新株予約権の行使時の

払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」を変更し

ております。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数は切

り捨てます。 

 
また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて付与株式数の調整を

必要とする事由が生じたときは、合理的な範囲で調整します。 

３．行使価額の調整 

当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。 

 
また、払込価額を下回る価額で新株の発行(新株予約権の行使による場合を除く)又は自己株式の処分を行う

ときは、次の算式により払込価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 415 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,075 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 10,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成18年８月１日
至 平成26年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  10,000
資本組入額  5,000

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権発行時において当
社または当社の子会社の取締
役及び関連会社の役員または
従業員であった者は、新株予
約権行使時においても当社、
当社子会社または当社の関係
会社の役員または従業員であ
ることを要する。ただし、任
期満了による退任、定年退職
その他取締役会が特別にその
後の新株予約権の行使を認め
た場合はこの限りでない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率



 
さらに、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とする事由が生じたと

きは合理的な範囲で調整します。 

４．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

(1) 当社はいつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約権を、無償にて消却することができるものとし

ます。 

(2) 当社は、その必要が生じたときは、取締役会決議により未行使の新株予約権をいつでも自由に無償にて消

却することができるものとします。 

  

新規発行株式数
又は処分株式数

×
１株当たり払込金額 

又は処分価額
既発行株式数＋

調整後行使価額＝調整前払込価額×
処分・新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



② 平成17年６月30日定時株主総会決議 

  

 
(注) １．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整する(１株未満の端

数は切り捨て)。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認められる株式数の調整を行う。 

２．行使価額の調整 

当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 300 295

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 300 295

新株予約権の行使時の払込金額(円) 150,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月１日
至 平成27年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  150,000
資本組入額  75,000

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、発行時に割
当を受けた新株予約権者に
おいて、これを行使するこ
とを要する。

②新株予約権発行時において
当社または当社子会社の取
締役および従業員であった
者は、新株予約権行使時に
おいても当社、当社子会社
または当社の関係会社の役
員または従業員であること
を要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職そ
の他正当な理由のある場合
はこの限りでない。

③新株予約権発行時において
社外のコンサルタントであ
った者は、新株予約権行使
時においても当社との間で
コンサルタント契約を締結
していることを要する。ま
た、社外のコンサルタント
は、新株予約権の行使に先
立ち、当該行使に係る新株
予約権の数および行使の時
期について、当社取締役会
の承認を要するものとす
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率



 
また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げます。 

 
さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割または吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行います。 

３．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

(1) 当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書または株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を、無償

にて消却することができるものとします。 

(2) 上記新株予約権の行使の条件の②および③に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使でき

なくなった場合、および新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は当該新株

予約権を無償にて消却することができるものとします。 

  

既発行株式数× 調整前行使価額＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額 

又は処分価額
調整後行使価額＝ 既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率



③ 平成18年６月28日定時株主総会決議 

  

 
(注) １．当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式の数を調整する(１株未満の端

数は切り捨て)。 

 
また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認められる株式数の調整を行う。 

２．行使価額の調整 

当社が行使価額を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価

額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げます。 

区分
中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 340 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 340 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 300,000 同左

新株予約権の行使期間
自 平成20年７月１日
至 平成28年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  300,000
資本組入額 150,000

同左

新株予約権の行使の条件

①新株予約権は、発行時に割
当を受けた新株予約権者に
おいて、これを行使するこ
とを要する。

②新株予約権発行時において
当社または当社子会社の取
締役および従業員であった
者は、新株予約権行使時に
おいても当社、当社子会社
または当社の関係会社の役
員または従業員であること
を要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職そ
の他正当な理由のある場合
はこの限りでない。

③新株予約権発行時において
社外のコンサルタントであ
った者は、新株予約権行使
時においても当社との間で
コンサルタント契約を締結
していることを要する。ま
た、社外のコンサルタント
は、新株予約権の行使に先
立ち、当該行使に係る新株
予約権の数および行使の時
期について、当社取締役会
の承認を要するものとす
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については
当社取締役会の承認を要す
る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率



 
また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げます。 

 
さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新

設分割または吸収分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行います。 

３．会社が新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

(1) 当社が消滅会社となる合併についての合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換についての株式交換

契約書または株式移転の議案について株主総会の承認決議がなされたときは、当社は新株予約権を、無償

にて消却することができるものとします。 

(2) 上記新株予約権の行使の条件の②および③に規定する条件に該当しなくなったため新株予約権を行使でき

なくなった場合、および新株予約権者が新株予約権の全部または一部を放棄した場合は、当社は当該新株

予約権を無償にて消却することができるものとします。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 新株予約権行使による増加であります。 

  

既発行株式数× 調整前行使価額＋
新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金額 

又は処分価額
調整後行使価額＝ 既発行株式数＋新規発行株式数又は処分株式数

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日

30 8,325 150 429,000 150 349,000



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 当社は自己株式120株(1.44％)を保有していますが、上記の表には記載しておりません。 

２ 株式会社ワイズインベストメントは、吉川登氏が議決権のすべてを保有している会社であります。 

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10株含まれております。なお、当該証券

保管振替機構名義株式は名義書換失念株式であり、当中間会計期間末においては議決権を有していないことか

ら、当該株式にかかる議決権10個は「議決権の数」の欄に含まれておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

吉川 登 奈良県生駒市 2,050 24.62

髙田 真吾 東京都港区 345 4.14

株式会社ワイズインベストメン
ト

東京都渋谷区鉢山町11－１ 283 3.39

ティ・エイチ・シー・フェニッ
クス・ジャパン投資事業有限責
任組合

東京都中央区日本橋室町１－６－２ 250 3.00

ＴＮＰオンザロード１号投資事
業有限責任組合

神奈川県横浜市港北区新横浜３－６－１ 200 2.40

池田 洋司 神奈川県川崎市宮前区 193 2.31

ＳＢＩイー・トレード証券株式
会社自己融資口

東京都港区六本木１－６－１ 127 1.52

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 112 1.34

オプテックス株式会社 滋賀県大津市雄琴 100 1.20

株式会社シーフォーテクノロジ
ー

東京都品川区上大崎２－１３－１７ 100 1.20

計 ― 3,760 45.12

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式    120 
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,205
8,195 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 8,325 ― ―

総株主の議決権 ― 8,195 ―



② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社リミックスポイン
ト

東京都千代田区二番町１１
－７

120 ― 120 1.44

計 ― 120 ― 120 1.44

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 762,000 623,000 476,000 389,000 286,000 260,000

最低(円) 522,000 347,000 363,000 261,000 168,000 179,000



第５ 【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

(2) 当半期報告書は、最初に提出するものであるため、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １．現金及び預金 580,374 526,759

 ２．売掛金 213,706 410,864

 ３．たな卸資産 46,199 13,602

 ４．前払費用 72,879 32,529

 ５．繰延税金資産 375 8,061

 ６．未収消費税等 ※２ 8,269 ─

 ７．その他 21,990 5,273

   流動資産合計 943,795 73.0 997,091 83.4

Ⅱ 固定資産

 １．有形固定資産 ※１ 3,817 0.3 4,476 0.4

 ２．無形固定資産

  (1) のれん 28,134 32,956

  (2) ソフトウエア 39,875 32,078

  (3) その他 2,067 2,220

   無形固定資産合計 70,077 5.4 67,256 5.6

 ３．投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 127,150 53,200

  (2) 長期前払費用 86,947 12,006

  (3) 繰延税金資産 4,575 3,567

  (4) その他 56,812 58,235

   投資その他の資産合計 275,485 21.3 127,009 10.6

   固定資産合計 349,379 27.0 198,741 16.6

   資産合計 1,293,175 100.0 1,195,833 100.0



 
  

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １．買掛金 13,149 59,844

 ２．１年以内償還予定の社債 64,800 20,000

 ３．未払法人税等 1,063 70,806

 ４．未払消費税等 ※２ ─ 18,320

 ５．その他 88,190 86,192

   流動負債合計 167,203 12.9 255,164 21.3

Ⅱ 固定負債

 １．社債 355,200 10,000

   固定負債合計 355,200 27.5 10,000 0.8

   負債合計 522,403 40.4 265,164 22.1

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １．資本金 429,000 33.2 428,850 35.9

 ２．資本剰余金

  (1) 資本準備金 349,000 348,850

   資本剰余金合計 349,000 27.0 348,850 29.2

 ３．利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

     繰越利益剰余金 10,060 170,257

     利益剰余金合計 10,060 0.7 170,257 14.2

 ４．自己株式 △18,000 △1.4 △ 18,000 △ 1.5

   株主資本合計 770,060 59.5 929,957 77.8

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券評価 
      差額金

711 0.1 711 0.1

   評価・換算差額等合計 711 0.1 711 0.1

   純資産合計 770,772 59.6 930,669 77.9

   負債純資産合計 1,293,175 100.0 1,195,833 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 380,333 100.0 932,163 100.0

Ⅱ 売上原価 206,051 54.2 309,224 33.2

   売上総利益 174,282 45.8 622,938 66.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 289,773 76.2 410,815 44.1

   営業利益又は営業損失(△) △115,491 △30.4 212,123 22.7

Ⅳ 営業外収益 764 0.2 929 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※１ 11,574 3.0 13,973 1.5

   経常利益又は経常損失(△) △126,301 △33.2 199,079 21.3

Ⅵ 特別利益 ※２ 3,000 0.8 ─

Ⅶ 特別損失 ※３ 7,894 2.1 1,186 0.1

   税引前中間(当期)純利益 
   又は純損失(△)

△131,195 △34.5 197,892 21.2

   法人税、住民税及び事業税 250 94,304

   法人税等調整額 6,679 6,929 1.8 △ 6,592 87,712 9.4

   中間(当期)純利益 
   又は純損失(△)

△138,124 △36.3 110,180 11.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 428,850 348,850 170,257 △18,000 929,957

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 150 150 300

 剰余金の配当 △22,072 △22,072

 中間純損失 △138,124 △138,124

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

150 150 △160,197 △159,897

平成19年９月30日残高(千円) 429,000 349,000 10,060 △18,000 770,060

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) 711 930,669

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 300

 剰余金の配当 △22,072

 中間純損失 △138,124

 株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 

(千円)
△159,897

平成19年９月30日残高(千円) 711 770,772



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 211,250 131,250 77,529 △18,000 402,029

事業年度中の変動額

 新株の発行 217,600 217,600 435,200

 剰余金の配当 △8,747 △8,747

 役員賞与 △8,704 △8,704

 当期純利益 110,180 110,180

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 217,600 217,600 92,729 527,929

平成19年３月31日残高(千円) 428,850 348,850 170,257 △18,000 929,957

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) ─ 402,029

事業年度中の変動額

 新株の発行 435,200

 剰余金の配当 △8,747

 役員賞与 △8,704

 当期純利益 110,180

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

711 711

事業年度中の変動額合計(千円) 711 528,640

平成19年３月31日残高(千円) 711 930,669



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
要約キャッシュ・フロー 

計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益又は純損失(△) △131,195 197,892

   減価償却費 15,560 29,814

      受取利息及び受取配当金 △525 △ 267

   支払利息 1,046 287

   有形固定資産除却損 576 －

   無形固定資産除却損 － 1,186

   売上債権の増加(△)又は減少額 197,158 △ 387,727

   たな卸資産の増加(△)又は減少額 △32,596 7,330

   長期前払費用の増加額 △74,941 －

   仕入債務の増加又は減少額(△) △46,695 34,896

   役員賞与の支払額 － △ 8,704

   その他 △70,597 14,565

    小計 △142,210 △ 110,723

   利息及び配当金の受取額 525 267

   利息の支払額 △1,046 △ 287

   法人税等の支払額 △70,806 △ 74,000

   営業活動によるキャッシュ・フロー △213,538 △ 184,742

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △1,064 △ 4,033

   無形固定資産の取得による支出 △17,234 △ 15,111

   投資有価証券の取得による支出 △73,950 △ 50,000

   敷金の払込による支出 △2,658 △ 54,154

   その他 4,081 477

   投資活動によるキャッシュ・フロー △90,826 △ 122,822

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   株式の発行による収入 300 435,200

   社債の発行による収入 389,751 －

   社債の償還による支出 △10,000 △ 20,000

   配当金の支払額 △22,072 △ 8,747

   財務活動によるキャッシュ・フロー 357,979 406,452

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 53,614 98,887

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 526,759 472,872

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 580,374 526,759



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
価原価は移動平均法により算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券
その他有価証券
時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売価原価は移
動平均法により算定）

時価のないもの
同左

(2)たな卸資産

製品及び仕掛品
個別法による原価法

(2)たな卸資産

製品及び仕掛品
同左

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産
定率法

なお、おもな耐用年数は以下のとおりでありま
す。

建物 …10年

工具、器具 
及び備品

…４～６年

(会計方針の変更)
法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の
一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83号))
に伴い、当中間会計期間から、平成19年４月１日以降に
取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方
法に変更しております。

当該変更に伴う損益に与える影響は、軽微でありま
す。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産
定率法

なお、おもな耐用年数は以下のとおりでありま
す。

建物 …10年

工具、器具
及び備品

…４～６年

(2) 無形固定資産
のれん

５年間で均等額を償却しております。

ソフトウエア

市場販売目的のソフトウェア
販売見込期間(３年)における見込販売数量に

基づく償却額と販売可能な残存期間に基づく均
等配分額を比較し、いずれか大きい金額を計上
しております。

(2) 無形固定資産
のれん

同左
 

   ソフトウェア

同左

３．繰延資産の処理方法

社債発行費
支出時に全額費用として処理しております。

３．繰延資産の処理方法

株式交付費
支出時に全額費用として処理しております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収
不能見込額を計上しております。

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

同左



 
  

会計方針の変更 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５．リース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお
ります。

５．リース取引の処理方法

同左

６．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

  消費税等の会計処理
   税抜方式によっております。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理
同左

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

───── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

930,669千円であります。 

 財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

(役員賞与に関する会計基準)
当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しており
ます。これにより営業利益、経常利益および税引前当期
純利益は、それぞれ1,334千円減少しております。



次へ 

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

  

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

※１.
 

有形固定資産の 
減価償却累計額

4,534千円
※１. 有形固定資産の

減価償却累計額
3,604千円

※２．消費税等の取扱い

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未

収消費税等として表示しております。

※２．消費税等の取扱い

  仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未

払消費税等として表示しております。

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 営業外費用の主要項目

社債利息 1,046千円

社債発行費 10,248千円

雑損失 279千円

※２ 特別利益の主要項目

違約金収入 3,000千円

※３ 特別損失の主要項目

固定資産除却損 576千円

リース解約違約金 7,317千円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 1,146千円

無形固定資産 14,413千円
 

※１ 営業外費用の主要項目

社債利息 287千円

株式交付費 3,708千円

株式公開関連 9,911千円

雑損失 66千円

※２ ───────

※３ ───────

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 2,220千円

無形固定資産 27,595千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 
    
当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 
  

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
  

３．新株予約権に関する事項 

   
(変動事由の概要) 

平成16年７月新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  
４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当ありません。 

  

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当中間期増加

株式数
当中間期減少

株式数
当中間会計期末 

株式数

普通株式(株) 8,295 30 ─ 8,325

ストック・オプションの行使による増加 30株

株式の種類
前事業年度末 

株式数
当中間期増加

株式数
当中間期減少

株式数
当中間会計期末 

株式数

普通株式(株) 120 ─ ─ 120

新株予約権の内訳
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間期
期末残高 
(千円)前期末

当中間期
増加

当中間期
減少

当中間期 
期末

平成16年７月新株予約権 普通株式 2,105 ― 30 2,075 ―

平成17年９月新株予約権 普通株式 300 ― ─ 300 ―

平成18年７月ストックオプション
としての新株予約権

普通株式 ─ ― ─ ─ ―

合計 ─ ― ─ ─ ―

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 22,072 2,700 平成19年３月31日 平成19年６月28日



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストックオプションの行使による増加  1,895株 

 公募増資による増加          1,500株 

  

２ 自己株式に関する事項 

   
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成16年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

  なお、平成17年新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 4,900 3,395 ― 8,295

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 120 ― ― 120

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社

平成16年新株予約権 普通株式 4,000 ― 1,895 2,105 ―

平成17年新株予約権 普通株式 300 ― ― 300 ―

平成18年ストックオ
プションとしての新
株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 8,747 1,830 平成18年３月31日 平成18年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 22,072 2,700 平成19年３月31日 平成19年６月28日



次へ 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 580,374千円

 現金及び現金同等物 580,374千円

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 526,759千円

現金及び 現金同等物 526,759千円

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末 
残高 
相当額 
(千円)

工具、 
器具及び備品

39,023 6,372 32,650

ソフトウェア 3,435 1,087 2,347

合計 42,458 7,460 34,997

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高 
相当額 
(千円)

工具、
器具及び備品

20,266 5,581 14,684

ソフトウェア 3,435 744 2,690

合計 23,701 6,325 17,375

 ② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年以内 8,050千円

１年超 27,550

合計 35,600千円

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,588千円

１年超 13,324

合計 17,913千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 2,904千円

減価償却費相当額 2,582千円

支払利息相当額 507千円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 5,178千円

減価償却費相当額 4,590千円

支払利息相当額 941千円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。   

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利益相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利益相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 ⑤ 利益相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

  

当中間会計期間(平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
  

前事業年度(平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

２．当事業年度中に売却したその他有価証券 

 該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類
取得原価
(千円)

中間貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

中間貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

株 式 2,000 3,200 1,200

計 2,000 3,200 1,200

中間貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

  非上場株式 123,950

種類
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

貸借対照表計上額
が取得原価を超え
るもの

株式 2,000 3,200 1,200

計 2,000 3,200 1,200

貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券

  非上場株式 50,000



(デリバティブ取引関係) 

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内訳 

 
  

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

① ストック・オプションの数 

 
② 単価情報 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末
(平成19年３月31日)

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんの

で、該当事項はありません。

同左

平成18年ストックオプション

付与対象者の区分及び人数
当社役員 ４名
当社従業員 23名 
外部協力者 ４名

株式の種類及び付与数 普通株式 345株

付与日 平成18年７月14日

権利確定条件

①新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行
使することを要する。 
②新株予約権発行時において当社または当社子会社の取締役および従業員
であった者は、新株予約権行使時においても当社、当社子会社または当社
の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期満了に
よる退任、定年退職その他正当な理由のある場合はこの限りでない。 
③新株予約権発行時において社外のコンサルタントであった者は、新株予
約権行使時においても当社との間でコンサルタント契約を締結しているこ
とを要する。また、社外のコンサルタントは、新株予約権の行使に先立
ち、当該行使に係る新株予約権の数および行使の時期について、当社取締
役会の承認を要するものとする。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間
自 平成20年７月１日
至 平成28年６月30日

平成18年ストックオプション

権利行使価格             (株)

 前事業年度末 ─

 付与 345

 失効 ─

 権利確定 ─

 未確定残 345

平成18年ストックオプション

権利行使価格       (円) 300,000

行使時平均株価      (円) ─

付与日における公正な 
評価単価           (円)

─



(持分法損益等) 

  

 
  

(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

該当事項はありません。 同左

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 93,939.32円 １株当たり純資産額 113,843.35円

１株当たり中間純損失 16,865.05円 １株当たり当期純利益 18,003.28円

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額につ
いては、１株当たり中間純損失が計上されているため、
記載しておりません。

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

11,414.08円

当中間会計期間
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日

前事業年度 
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

当期純利益及び中間純損失(△)（千円） △138,124 110,180

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ ─

普通株式に係る当期純利益及び 
中間純損失(△)（千円）

△138,124 110,180

期中平均株式数（株） 8,190 6,120

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利 
益の算定に用いられた中間(当期)純利益調 
整額（千円）

─ ─

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 
の算定に用いられた普通株式増加数の主な内 
訳（株） 
新株予約権

─ 3,533

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり中間（当期）純利益の算定に含めなか
った潜在株式の概要

─ ─



前へ 

(重要な後発事象) 

  

 
  

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．子会社の取得

 当社は、平成19年11月１日開催の当社取締役会に基づ

き、同日付で株式会社メガディーの株式の発行済株式の

100％を取得し、連結子会社といたしました。

(1) 取得の目的

システム・コンサルタント及び製品開発力不足の補

完および強化

(2) 株式会社メガディーの概要

① 商号：株式会社メガディー

② 事業内容：ウェブサイトの企画制作、システム開

発、映像・音楽ソフトの企画制作、流通

③ 資本金：30,000千円

④ 直近事業年度における業績（平成19年６月期）

売上高   182,378千円

売上総利益 140,199千円

経常利益    395千円

当期純利益   102千円

総資産   182,589千円

純資産    39,007千円

(3) 株式譲受

① 取得する株式の数 600株

② 取得後の所有割合 100％

③ 取得価額   30,000千円

④ 株券引渡日 平成19年11月１日

 

────────



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 

(第４期)

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日
平成19年６月28日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

 

株式会社リミックスポイント 

 
  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社リミックスポイントの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第５期

事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成 19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社リミックスポイントの平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間会計期間（平成19年４月１日から平成 19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年11月1日付で株式会社メガディーの発行済株式

を100％取得し、連結子会社とした。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

平成19年12月26日

取締役会 御中

監査法人 トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  西     育  良  ㊞

指定社員
業務執行社員

公認会計士  西  村     猛  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が

別途保管しております。
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